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陸上風力発電設備の建設と市民参加１
─ドイツ法における近年の動向を中心として─
髙 橋 寿 一
1．はじめに
再生可能エネルギー（以下，「再エネ」と称することもある）の普及・
拡大が喫緊の課題であることはもはや誰の眼にも明らかであろう。
原子力発電所の全廃を視野に入れたドイツにおいてはもとより，原子力
発電を引き続きベースロード電源と位置づける日本においてさえも2030年
の総発電電力量の22～24％を再エネが占めることが目標とされており２，
いずれも再エネの促進・拡大が急がれているところである。
ところで，再エネ設備を建設する場合，太陽光発電所（本稿ではメガソ
ーラー設備を念頭に置く）であれば景観や反射光，陸上風力発電設備であ
れば騒音やバードストライクの問題など周囲の地域環境へ一定程度の負の
効果（いわゆる外部不経済）が生じることは避けることができない。それ
1 本稿は，日本エネルギー法研究所で開催されている研究会「再生可能エネルギー
導入拡大の法的論点の検討」（主査：髙橋）の報告書として2018年3月に脱稿した
ものである（利用データもその時点まで）。ただ，報告書の公刊までに，今後なお
しばらく時間がかかることが予想されるため，本テーマの問題状況が日々刻々と変
化している状況にも鑑みて，取り急ぎ本紀要にて公表し，各方面のご批判を仰ぐこ
ととした次第である。
2 経済産業省「長期エネルギー需給見通し」（2015年7月）7頁（http://www.
meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf）。
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故，建設予定地の近隣に住宅地域や自然・景観に優れた地域がある場合に
は地域住民が再エネ設備の建設に対して強力に反対し，建設が進まないと
いう状況も日独両国において共通に見られるところである３。
一方での〈再エネ設備の建設促進〉と他方での〈地域環境の維持・保
全〉ないし〈地域住民の受容〉という両者の命題は，一見すると二律背反
とも思われるが，近年のドイツでは，これら両者の命題を両立させるべく，
様々な試みがなされている。
たとえば，洋上風力も含めて再エネ設備の多いドイツ北部で生産された
電力をドイツ南部に送るために，南北間で2か所に亘る大規模な高圧送電
線の敷設が進められているが，これについても地域住民の反対が強い４。
このため，ドイツ政府は，結局莫大な費用をかけて地下に敷設することと
し，現在急ピッチで敷設工事が進められている。
他方で，発電設備本体に関しては，送電線とは重要な差異がある。すな
わち，第一に，送電線のように地下に設置したり，空中に設置したりする
ことは現在の技術水準をもってしても未だ不可能であって，地上に建設せ
ざるを得ない。したがって，地域住民の反対意見を重視すれば，結局再エ
ネ設備自体の建設が事実上不可能になり，脱原発などを内容とするエネル
ギー転換（Energiewende）が進まなくなってしまう。
第二に，発電設備本体の場合には，生産された電力が固定価格（これも
後述のように変化してきているが詳細は後述する）で買い取られるため，
発電設備の所有者は売電収入を得ることができる。送電線の場合には地域
の上空を送電線が単に通過するだけであるが，発電所設備本体の場合には
3 日本の状況の一端につき，たとえば，髙橋寿一『再生可能エネルギーと国土利
用』（勁草書房，2016年）第1章参照。
4 ドイツにおいては，公共施設の建設や都市開発に際しては綿密かつ周到な公衆
（住民・市民に限られない）参加手続が制度上設けられていて（たとえば，各種公
共施設の計画確定手続や建設法典の建設管理計画など），送電線についてもかかる
公衆参加手続に則して地域住民や市民の意見を反映させる機会が用意されている。
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少なくとも上記の経済的利益が発電設備所有者に生じるのである。また，
発電設備本体については，日常的な維持・点検業務や故障した場合の保
守・修繕作業などが不可欠であって，一旦敷設してしまえば，保守・点検
作業など手間が比較的かからない送電線の場合とは大きく異なる。
そこで，地域住民は，エネルギー転換を進めるためには発電設備本体を
地上に設置せざるを得ないことを前提として，送電線の場合とは異なった
対応を取ることを考えた。すなわち，発電設備に関する企画・建設・事業
運営などの諸々の過程に住民・市民が何らかの形で参画することによって，
発電設備自体と一定の積極的関係を持とうとする動向である。その端的な
例が，地域住民自らが発電設備の建設・事業運営主体となることである。
こ の よ う な 発 電 所 を ド イ ツ で は「市 民 エ ネ ル ギ ー 発 電 所」
（Bürgerenergieanlage. 以下，本稿では「市民発電所」という）と称して
いる。市民発電所が設立されれば，日独の各地で生じている上記の命題の
矛盾・対立は大きく緩和されることになろう。また，地域住民自らが発電
設備の建設・運営主体とはならなくても，企画，建設ないし事業運営に何
らかの形で関与することによって，発電設備から生まれる売電収入（の一
部）を地域に何らかの形で還元することも考えられる。この手法によって
もまた上記の命題間の矛盾・対立は緩和されることになろう。
本稿は，再エネ発電設備の中でもとくに陸上風力発電設備を素材として，
本稿の表題にもある通り，〈風力発電設備本体の建設・運営に対して，地
域住民や市民が何らかの仕方で関与することを通じて，再エネ設備の建設
を促進し再エネの普及に繋げていく〉という政策的文脈が実践されている
ドイツについて，近年の動向を紹介・検討しようとするものである。
近年のドイツでは，連邦レヴェルでも州レヴェルにおいてもかかる文脈
を実現するための法改正が行われている。以下では，イ連邦レヴェルの試
みとして再生可能エネルギー法の2017年改正法（以下，「2017年法」と称
する）を取り上げその内容を紹介・検討し（2参照），次にロ州レヴェル
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の試みとして発電設備事業への住民・市民や市町村の参加について独自の
州法を近年制定したメクレンブルク・フォアポンメルン州の試みについて
その内容を紹介・検討し（3参照），両者の試みを比較検討したい（4参照）。
2．2017年再生可能エネルギー法改正について
⑴ はじめに
再生可能エネルギー法（Erneuerbare-Energien-Gesetz）は，2000年に
制定された後2004年に改正され，再エネ生産が飛躍的に増加した。その後
幾度か改正されたが，2017年法の主たる改正点の一つは，固定価格買取制
度に入札制を導入した点である５。すなわち，固定価格買取制度に競争原
理を導入することを通じて買取価格水準を引き下げ，国民負担の増加を抑
制しようとするものであった６。
もっとも，入札制度を原則としつつも，一定の例外を設けている。例外
の典型が市民発電所である。すなわち，2017年法は，入札制度において市
民発電所を優遇する規定を置いた。具体的には，洋上風力発電を除いて，
下記のように一定の定格出力以下の再エネ発電設備については入札手続を
経ることなく従来通り買取請求の対象とした。
イ バイオマス発電設備─150kW以下
ロ 太陽光発電設備─750kW以下
ハ 洋上風力発電設備─すべて入札制
5 正確には2014年改正法で部分的に導入され始めたが，2017年改正で入札制度が適
用される事業の範囲が大きく拡大された。
6 本改正法は，洋上風力発電の立地コントロールの点でも画期的な手法を導入して
いる。その内容および特徴については，髙橋寿一「洋上風力発電設備の立地規制に
関する新たな段階─ドイツ2017年法改正を中心として」日本エネルギー法研究所
『再生可能エネルギー導入に係る法的問題の検討』（日本エネルギー法研究所，2017
年10月）13-34頁を参照。
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ニ 陸上風力発電設備─750kW以下
これらの内，洋上風力発電設備については，その規模が大きく莫大な費
用がかかり，かつ設置に高度な技術が要求されるので，市民が建設・運営
の主体となることはない。それ故，例外なく入札制度が取られている。他
方，それ以外の発電設備については，上記のように小規模な定格出力のも
のについては入札制度の対象から外されている。小規模な定格出力のもの
（市民発電所が典型である）については，入札にかけることなく引き続き
買取制度の適用を受けることができるようにするためである。これらの内，
バイオマス発電設備，太陽光発電設備については，市民発電所のほとんど
は上記の定格出力以下のものであると言われており，市民発電所は実際上
は入札制度の適用を免れることになる。問題は陸上風力発電設備であって，
この類型での市民発電所は，750kWを超えるものが珍しくない。そのた
め，陸上風力については市民発電所であっても入札制度が適用される場合
が少なからずあり，大企業と同じ土俵の上で競争することが求められるこ
とになる。
しかし，2017年法は，陸上風力発電設備のみを対象として，市民発電所
に関して特別規定を新設した（36ｇ条）。以下では，改正理由書を素材と
して，ドイツにおいて市民発電所が重視されている理由について見ていこ
う。
⑵ 市民発電所の優遇の趣旨
市民発電所を入札制度の対象から外す理由を，立法理由書７を中心に見
てみよう。
第一に，ドイツにおいては今日すでに総発電電力量の30％近くが再エネ
発電設備から供給されているが，再エネが短期間でここまで増加・拡大し
7 BT-Drs. (Bundestag-Drucksache), 18/8832, S. 154.
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た原因の一つとして，「供給主体の多様性」（Akteursvielfalt）が挙げられ
ている。すなわち，大企業のみならず，中小企業や協同組合などの他，市
民・農民が自ら発電事業を営んできたことが今日までの再エネの普及・促
進に寄与してきたという認識が政府や議会レヴェルでも共有されている。
ちなみに，下記の図を見てみよう。
本図によると，陸上風力発電設備の所有者の内，半数弱が個人の所有で
あり，事業企画主体（Projektierer）が21.7％，基金・銀行が14.5％，そ
の他にエネルギー供給会社，商工業者，農業者，地域電力会社などが続く。
この内「個人」の中には，個人が一人で立ち上げたものも含まれているが，
市民が共同で立ち上げた市民発電所も含まれている。そして，市民や農業
者の陸上風力発電設備から供給される電力量は，陸上風力発電設備の総発
電量の内，15％～20％を占めており，たとえ小規模であってもそれが無数
に存在するため，結果的に無視し得ない量の電力を供給しているのであ
る８。
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図1 陸上風力発電設備の所有者(2012年)
資料：Bundesverband Windenergie, Akteursstrukturen von Windenergieprojekten in
Deutschland, 2015, S. 15.
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第二に，市民発電所は当該地域で受け入れられやすいという点である。
風力発電設備の建設・運営主体が地域住民であるならば，「当該設備は自
分達の設備」という意識を当然に持つのであって，見知らぬ企業が外から
やってきて風力発電設備を建設する場合の地域住民の受け止め方とは当然
に異なってくるであろう。現に，筆者がドイツ・トリア市で実施したメガ
ソーラー発電設備の立地事例調査においても，すでにこの点は確認されて
いる９。
第三に，市民発電所は，地域での価値創出に繋がるという点である。価
値創出によって意図されている経済効果とは，ドイツの「エコロジー研究
所」が2010年に公表した『再生可能エネルギーによる自治体の価値創出』
という報告書10によれば，それは，①再生可能エネルギー事業者の利益，
②その事業に関連して働く労働者の収入，③事業が立地する自治体の税収
（営業税，所得税の自治体への還元分），である。②については，単に当該
事業所で雇用される者の労賃のみならず，発電設備の製造・保守・管理に
伴って当該地域に生じる雇用効果や地元企業の受注増などが含まれる。ま
た，これら以外にも，たとえば，事業用地の賃貸・売却による賃料収入や
売却益収入（これらは賃貸人や売主にのみ帰属），事業体が市民出資の協
同組合組織のような場合には出資への配当金などを挙げることができよう。
また，地域住民が積極的に発電設備の建設，運営，維持・管理などに関わ
るようになれば，地域住民間のコミュニケーションや連帯意識も醸成され，
社会的観点からも望ましいものと思われる。これらを総じて，ドイツでは
「地域における価値創出」と称している11。
8 Fiedler, Malte, Die Umstellung von der staatlich festgelegten Vergütungshöhe auf
das Ausschreibungsmodell, 2017, S. 12.
9 髙橋・前掲書『再生可能エネルギーと国土利用』105頁以下参照。
10 Institut für Ökologische Wirtschaftsforschung (IÖW), Kommunale Wertschöpfung
durch Erneuerbare Energien, 2010, S. 28ff.
11 ドイツ環境・自然保護連盟／ドイツ自然保護連盟の報告書『バーデン・ビュルテ
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それでは，市民発電所を優遇する規定はどのような内容ないし特徴を有
するのであろうか。
⑶ 内容
⒜ 定義
2017年法は，市民発電所を「市民エネルギー会社」（Bürgerenergie-
gesellschaft)と称しており，下記の3つの要件すべてを満たすことを要件
として掲げている（3条15号）。
イ 少なくとも10人以上の自然人が，議決権を有する構成員（Mitglieder)
または持分権者であること，
ロ 少なくとも51％以上の議決権を自然人が有すること。なお，ここで
の自然人は，入札申込の少なくとも1年以上前から，予定されている
陸上風力設備が建設される郡または郡に属しない市（die kreisfreien
Stadt）に，連邦登録法（Bundesmeldegesetz）21条または22条に従っ
て主たる住所を登録した者でなければならない，
ハ 当該会社において，10％を超える議決権を有する構成員または持分
権者がいないこと。
すなわち，構成員ないし持分権者は自然人，法人のいずれでもよいもの
の，（α)各人の議決権は議決権総数の10％以下でなければならず，（β)主
たる住所地が発電設備予定地のある地域内にある自然人の議決権だけで議
決権総数の過半数を占めること，（γ)地域の内外を問わず，議決権を有す
る構成員または持分権者である自然人が10人以上いること，という定義か
らわかるように，当該設備建設予定地域に居住する自然人を中心とした組
織であることが要求されていることが明らかである。しかも，（α)の点か
ンベルグ州における風力発電の拡大』は，「価値創出」を本文のように広くとらえ
ている。Bund für Umwelt und Naturschutz Deutschland (Bund)/Naturschutzbund
Deutschland (NABU), Ausbau der Widenergie in Baden-Württemberg, 2013, S. 4ff.
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ら明らかなように，特定の者のみが影響力を行使できないように歯止めが
かけられており，議決権（ひいては持分権）が地域住民の間に分散してい
ることが要求されている。
このような市民エネルギー会社が，電力の買取制度の適用を受けようと
すると，2017年法の下では前述したような一定規模を超える施設であれば
通常の電力会社と同様に入札手続に参加して落札することが必要となるが，
陸上風力発電設備に関しては，市民エネルギー会社について入札手続にお
ける特別規定が新設され，他の電力会社よりも有利な扱いがなされている。
⒝ 陸上風力発電設備に関する特別規定
陸上風力発電設備の場合，上述の理由から，市民エネルギー会社に関し
て特別の入札手続が設けられている。その内容は下記の通りである。
第一に，通常の電力会社が入札手続に参加する場合には，事前に連邦イ
ミッシオン防止法の許可を取得しておかなければならないが（36条1項1
号），市民エネルギー会社については，定格出力18MW以下かつ6基以下
の場合には，連邦イミッシオン防止法の許可については，落札することが
決まってから取得すれば足りる（36ｇ条1項）。この規定が市民エネルギ
ー会社にとって有する意義は大きい。連邦イミッシオン防止法の許可は，
環境アセスを含む多様な観点からの評価を踏まえた上でなされるので，許
可申請するためにかかる時間と費用は通常は膨大なものとなる。また，こ
の許可を得て入札したとしても落札できるとは限らない。通常の電力会社
はこの二つのリスク（事前費用負担リスクと落札失敗リスク）を取って入
札するのであるが，市民エネルギー会社については，落札後に連邦イミッ
シオン防止法の許可を得ればよいため，これらのリスクが大幅に軽減され
る。この規定によって，市民エネルギー会社の入札手続への参入障壁は大
きく取り払われたといえる。
第二に，他方で，市民エネルギー会社が容易に入札できるとすると，建
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設のための十分な人的経済的資力のない会社が入札してきたり，一つの市
民エネルギー会社が同時に複数の場所で入札をしてくることが予想され
る12。そこで，このリスクを排除するために，下記の規定が用意された。
イ 予定設備について予想される電力量（Stromertrag）に関して「一
般的に承認された技術基準」（die allgemein anerkannte Regeln)13に適
合した鑑定意見を付していること，
ロ 当該入札において，予定地に計画されている設備の数が明記されて
いること，
ハ 自己説明書（Eigenerklärung）において下記の点が立証されている
こと，
（α）入札申込みの時点で当該会社が市民エネルギー会社であること，
（β）当該入札申込みの前12か月以内に，会社，または議決権を行使
しうる構成員が，自ら，または他の会社の議決権を有する社員とし
て，他のプロジェクトで陸上風力発電設備に関する落札をしていな
いこと，
（γ）当該会社が，風力発電設備建設予定地の所有者であるか，また
は当該土地の所有者の同意を得ていること，
ニ 担保を提供すること。具体的には，入札の際に1kW当り15ユーロ
で換算された供託金を支払い（第一次供託金），落札された場合には
連邦イミッシオン防止法の許可を得た後2か月以内に，1kW当り15
ユーロで換算された供託金（第二次供託金）を支払う（36ｇ条2項）。
第二次供託金が支払われない場合には，落札は取り消される。
12 BT-Drs. 18/8832, S. 215.
13 この基準については，「風力発電・その他の再エネ促進会社」（FGW）の策定し
た「風力発電設備の技術指針」を満たし，かつ，鑑定意見がこの指針の適用につい
て信任を付与された研究機関によって作成されていれば，満たされたものと推定さ
れる（36ｇ条1項2文参照）。
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これらの規定はいずれも，計画の実現可能性に欠けたり入札手続を濫用
する市民エネルギー会社の入札を回避するためのものである。なお，ニに
ついては，一般の電力会社の場合には，陸上風力発電設備の場合，入札の
際に1kW当り30ユーロで換算された供託金を一度に支払わなければなら
ないので（36ａ条，31条)14，上述のように市民エネルギー会社の場合に
のみ分割払いが認められている点は，市民エネルギー会社の初期投資のリ
スクを軽減させる意味を持つ。したがって，この規定も市民エネルギー会
社を優遇する規定である。
第三に，落札は，立地地点として入札で示された郡内で有効である（36ｇ
条3項1文）。この点は，市民エネルギー会社以外の場合には，落札は，
連邦イミッシオン防止法の許可手続において示された土地上でしか有効で
はないこと（36ｆ条1項）と比較すると，その差は明らかである。市民エ
ネルギー会社の場合には，落札によって立地地点が決定されるわけではな
い。
第四に，落札しても計画が実行されない場合には落札が取り消されるの
であるが，その期間が延長されている。すなわち，通常の場合には落札の
公告後30か月以内に運転開始をしない場合には落札が取り消されるのであ
るが（36ｅ条1項），市民エネルギー会社の場合には，さらに24か月延長
され，54か月以内に運転開始をしない場合には取り消されるに過ぎない
（36ｇ条3項1文）。
第五。市民エネルギー会社が落札した場合（落札は通常と同様に，より
低額で入札した者から順番になされる）には，その後に連邦イミッシオン
防止法の許可を得なければならないが，連邦イミッシオン防止法では環境
アセス手続などを実施するため，許可の時点で当初意図していた立地地点
を変更せざるを得ない場合が出てくる。そこで，市民エネルギー会社の場
14 これは再エネ設備の種類によって異なる。太陽光発電設備の場合には1kW当り
50ユーロ（37ａ条），バイオマスの場合には1kW当り60ユーロである（39ａ条）。
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合には，落札後に連邦イミッシオン防止法の許可が得られた場合には，許
可後2か月以内に，連邦ネット庁に対して，今回の落札が連邦イミッシオ
ン防止法の許可を得た風力発電設備についてなされたものであることの関
連づけ（帰属関係）を申請しなければならない。連邦ネット庁は，次のす
べての要件を満たす場合には，その関連づけを認めて，帰属決定
（Zuordnungsentscheidung）を行う（36ｇ条3項3文）。この帰属決定に
よって初めて落札は有効となり（36ｇ条3項4文），立地地点が具体的に
決まるのである（36ｇ条3項5文）。
イ 連邦イミッシオン防止法の許可関係の書類（申請書の写し，許可証，
許可官庁など）が添付されていること，
ロ 入札申込書に記載された郡内に建設されること，
ハ 自己説明書（Eigenerklärung）において下記の点が立証されている
こと，
（α）関連づけ申請の時点で，当該会社が市民エネルギー会社である
こと，
（β）設備の建設予定地の市町村または当該市町村が100％資本参加し
た会社が，市民エネルギー会社に対して市民エネルギー会社の10％
の割合の資本参加（eine finanzielle Beteiligung）をしていること，
または当該市町村もしくは当該会社に対して，市民エネルギー会社
が10％の割合の資本参加を提供していること，
ニ 上記第二ニで述べた第二次供託金が支払い済みであること。
当初の入札が連邦イミッシオン防止法で得られた許可を踏まえたもので
あることが連邦ネット庁に認定されるためには，このように入札の時と同
様にいくつかの要件を満たすことが要求される。とりわけ，上記ハ(β)に
ついては，入札申込みの際にはなかった要件であって，落札が最終的に有
効となるためには，市町村（またはその第三セクター）による市民エネル
ギー会社への資本参加も必要となる。その意味では，特別規定の適用を受
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ける市民エネルギー会社は，前述した構成員要件や土地利用権原要件など
に加えて，市町村（またはその第三セクター）による資本参加要件も必要
となる。
第六に，このような関連づけ（帰属関係）が連邦ネット庁によって認め
られれば，当該市民エネルギー会社の落札は有効となるのであるが，その
最大のメリットは，落札価格（Zuschlagswert）の決定にある。一般の電
力会社の入札手続の場合には，落札価格は，当該事業者が入札した額その
ものである（3条51号)15。それに対して，市民エネルギー会社が落札し
た場合には，落札価格は市民エネルギー会社の提示した入札価格ではなく，
当該入札手続においてすべての落札者が提示した価格の中での最高額で決
まる（36ｇ条5項1文)16。すなわち，落札に成功した市民エネルギー会
社が提示した入札価格が他の落札者のそれよりも低額な場合であっても，
当該市民エネルギー会社の落札価格は落札者全体の提示価格の中の最高価
格まで引き上げられるので，場合によっては買取価格が大幅に上昇するこ
とになる。これは，市民エネルギー会社にとっては非常に大きなメリット
であろう。この規定によって，市民エネルギー会社は，落札が確実に見込
まれる（低めの）価格で入札して，落札に成功すれば，最終的には落札価
格が引き上げられ，それが買取価格となるのである17。
15 ｢落札価格は，当該入札において落札された基準価格である；基準価格は，本法
で別段の定めがない限り，入札価格（Gebotswert）である」（3条51号）。
16 なお，再エネの買取価格を入札手続で決定する場合，比較法的に見れば，落札価
格は，必ずしも入札価格で決定される国々ばかりではなく，本文上述のように，落
札者の提示した価格の最高額で決定される場合もある。後者を統一価格手続
（Einheitspreisverfahren）と称する。たとえば，アメリカのカリフォルニア州では，
市民エネルギー会社に限らずに，後者が原則とされている。両者の方式の比較検討に
ついては，さしあたり，次の文献を参照されたい。Klessmann, Corinna / Tiedemann,
Silvana/Wigand, Fabian, et.al., Ausschreibungen für PV-Freiflächenanlagen, 2015, S.
39ff.
17 もっとも，市民エネルギー会社は採算を度外視した入札価格を設定できるわけで
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⒞ 小括
市民エネルギー会社について新設された特別規定は，以上である。市民
エネルギー会社にとっては有利な規定が多い。とりわけ，第一，第三，第
四および第六に述べた点は，一般の発電事業者に比して市民エネルギー会
社のメリットは大きい。換言すれば，このように大きなメリットが付与さ
れるが故に，市民エネルギー会社が有効な落札決定を得るには，上述して
きたような厳格な要件が課されているということもできよう。ここまでの
優遇措置が施された市民エネルギー会社が実際の入札手続でいかなる結果
を挙げたかは，5で後述する。
なお，市民エネルギー会社は，上記のメリットを享受する場合にのみ上
記の要件を満たすことが要求されるのであって，上記のメリットを享受す
ることを必要としない場合には，一般の電力会社と同様な入札手続で入札
することもできる18。その意味では，上記の特別規定の適用は，市民エネ
ルギー会社の選択に委ねられているといえる。
3．メクレンブルク・フォアポンメルン州の新たな動向
⑴ はじめに
2017年法の入札制度の導入に際して重視された点は，前述のように，供
給主体の多様性の確保とりわけ市民エネルギー会社にもエネルギー転換の
重要な一翼を担わせるという点にあった。このような動きは，連邦のみな
らず州レヴェルにおいても確認される。その一つの例が，ドイツ北部のバ
ルト海沿岸に位置するメクレンブルク・フォアポンメルン（Mecklenburg-
Vorpommern）州（以下，「MV」と称する）である。本州では，2016年5
はない。前述した通り，入札の際には専門家の鑑定書の提出が要件とされており，
ここで入札価格の客観的妥当性がチェックされるからである。
18 BT-Drs. 18/8832, S. 215.
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月18日に「メクレンブルク・フォアポンメルンにおける風力発電設備団地
への市民および市町村の参加に関する法律（市民・市町村参加法）」
（Gesetz über die Beteiligung von Bürgerinnen und Bürgern sowie
Gemeinden an Windparks in Mecklenburg-Vorpommern（Bürger－und
Gemeindenbeteiligungsgesetz－BüGembeteilG M-V））（以下，「BGB 法」
と称する）が制定された。本法は，前述の連邦法である2017年法と時期を
前後して制定されたため，立法管轄が本州と連邦経済・エネルギー省との
間で問題となったが，本法が2017年法よりも施行日が早いため，本法は
2017年法と併存し，後述するような関係となる。
以下，BGB法を中心にその内容を紹介・検討していくが，風力発電設
備への市民・市町村参加重視のMV政府の熱意は非常に強く，BGB法制
定と共に，国土整備計画の要諦である州計画法（Landesplanungsgesetz）
の改正をも同時に行っている。
⑵ 制定の趣旨
本法の立法理由書19によると，本州の西側に隣接しているシュレス
ヴィッヒ・ホルシュタイン（Schleswig-Holstein）州では市民参加の下に
風 力 発 電 設 備 が 建 設 さ れ る 場 合 が 多 く，北 フ リ ー ス ラ ン ド
（Nordfriesland）地方では，陸上風力発電設備のおよそ90％が市民発電所
である。それに対して，MVでは市民参加型が少ないために，風力発電設
備をより一層普及する上での障害となっている。すなわち，本州では風力
発電設備を建設しようとしても市民の反対によって計画の実現が容易では
ない。そこで，本法は，風力発電設備の建設・事業運営に市民や市町村を
関与させることを通じて，事業によって影響を受ける市民や市町村の受容
可能性を高めようとすることを目的としている。具体的には，事業によっ
19 LT-Drs. (Landtag Mecklenburg-Vorpommern, Drucksache), 6/4568, S. 1 und 23ff.
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て新たに創出される価値の一部を市民や市町村に還元することを通じて，
事業の受容可能性を高めようとするものである。
また，風力発電設備の建設・事業運営に市民や市町村を関与させること
が，新たな就業場所を農村に確保し，このことがとりわけ人口減少地域に
おいて，所得の向上，生存配慮（Daseinsvorsorge）や平等な生活水準の
形成へと寄与することになる。
後述するように，本法は，2017年法で導入された入札手続を修正するも
のではない。入札手続を経て落札した事業者に対して，BGB法が適用さ
れることになる。それ故，そもそも2017年法との抵触は生じ得ず，両者は
論理的には併存しうる関係にある（後述する4⑴を参照）。
⑶ 内容
⒜ BGB法
まず BGB法の内容を見ていこう。
ⅰ 事業者
本法が適用される事業者は，連邦イミッシオン防止法に基づく許可を受
ける義務を負うすべての事業者である。したがって，全体の高さが50m
を超える設備の事業者には原則として適用される（1条）。ただし，一定
の例外がある。たとえば，洋上風力発電設備には適用されない（1条2
項）。洋上風力発電設備にはそもそも市民参加は考えにくいからである。
また，会社は，有限会社など社員の責任が有限である形態をとらなけれ
ばならない（3条2項）。実際に持分を購入した者が負う事業リスクを軽
減するためである。
ⅱ 事業者の通知・提供義務
事業者は，会社の持分の20％以上を後述の購入権者に対して提供しなけ
ればならない。すなわち，事業者は，連邦イミッシオン防止法に基づく許
可を取得した後遅滞なく購入権者に対して書面で事業内容について通知す
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る義務を負う（4条1項および3項)20。通知の内容は，事業の位置や名
称，設備の概要，持分価格など詳細に渡り法律に定められている（7条2
項）。その持分の提供は，設備の運転開始の2か月前から行うことができ，
地域の日刊紙，事業者ホームページおよび地方計画組合ホームページ上な
どで公告される。また，事業者は，この公告後1か月以内に，地域での住
民説明会を開催し，事業や参加に関する質問をする機会を購入権者に付与
しなければならない（7条3項・5項）。
なお，持分価格は一口当り500ユーロ（＝約6～7万円）を超えてはな
らない（6条8項）。
ⅲ 購入権者
持分の購入権者は，自然人または市町村（ないしは市町村目的組合や市
町村が社員となっている第三セクターなど）である。自然人については，
建設予定地から5km以内に3か月以上居住している者に限られる。また，
市町村は，当該設備のある市町村かそうでなくても建設予定地から5km
以内にある市町村であれば購入権者となりうる。
購入権者が持分を引き受ける場合には，ⅱの住民説明会の後5か月以内
に，購入口数を明記して書面で通知する（9条1項・2項)21。
ⅳ 優先順位
事業者が提供した持分量を購入希望者が上回った場合には，提供された
持分の半分までは購入希望の市町村や市町村目的組合などに優先的に配分
され，残りの半分が自然人に配分される。
購入希望の自然人が多数いる場合には，まず各人に持分を1口ずつ配分
し，残りを2口以上の購入を希望する自然人の間で配分する。決まらない
20 入札手続がなされる場合には，事業者は，落札後に本文の通知義務を負う（4条
2項3文）。
21 したがって，設備の運転開始前のみならず，運転開始後であっても持分権を取得
することができることになる。
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場合には抽選によって決定する（9条4項）。
ⅴ 解放条項
上記の規定が適用されることによって，風力発電事業については，市町
村や地域住民が会社持分の20％以上を所有することとなる。この「20％」
という数値は，2017年法の市民エネルギー会社の要件である「議決権51％
以上」と比較すると少ない印象を免れないが，ともあれ，風力発電会社の
持分権の一定割合を取得することによって，市町村や地域住民が当該会社
の運営に対して一定の関与をすることが可能となる。
ところが，本法は，「解放条項」と称して，下記の規定を設けた。
イ 事業者は，上記の持分提供に代えて，市町村や地域住民に対して経
済的関与（wirtschaftliche Teilhabe）を提供することができる。この
経済的関与は，市町村に対しては調整金（Ausgleichsabgabe）の支払
い，地域住民に対しては貯蓄商品（Sparprodukt)22の提供によって行
われる（10条5項）。したがって，この「経済的関与」の手法による
場合には，市町村や地域住民は風力発電会社の運営には直接関与する
ことができなくなり，事業者からは経済的メリットのみを享受しうる
に留まる。
ロ ただし，調整金については，市町村は，事業者による上記の提案を
拒否することができる（10条6項3文）。すなわち，事業者の上記の
提案については，市町村が同意しない限り事業者は市町村に対して持
分を取得させなければならない。これに対して，貯蓄商品の提供につ
いては，地域住民の同意が要件とされていない（10条7項）。した
がって，地域住民の関与の形態に関しては事業者が選択権を持ってお
り，地域住民に持分を取得させるのを嫌う事業者は貯蓄商品を提供す
れば足りることになる。
22 貯蓄商品とは，券面額で購入すると一定の期間経過後に利息を付して償還される
債券である。わが国でいえば，定期預金のイメージに近い商品であろうか。
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ハ 調整金は，事業者から市町村に対してその年毎の発電量に応じて支
払われる（その算定方法については11条で詳細に定められている）。
貯蓄商品は，金融機関によって発行される当該発電事業に関する貯蓄
債券である。地域住民は金融機関から購入し，一定の期間後に利子を
付して償還される（その算定方法については12条で詳細に定められて
いる）。なお，持分取得の場合には，事業がうまく行かなかったとき
には出資した金額を限度として取得者に損失が生じるが，調整金の場
合には毎年の発電量に応じて支払われるし，貯蓄商品の場合にも発行
主体が金融機関のため元本割れのリスクはない。したがって，経営リ
スクを負担しなくても済むという点では，調整金や貯蓄商品にも地域
住民や市町村にとって一定のメリットはあるといえよう。
ニ 事業者が地域住民に対して貯蓄商品の提供ではなく，持分取得の途
を選択した場合でも，事業者は，なおその他の経済的手法を地域住民
に申し出ることができる。この代表例が，電気料金の割引である（10
条1項）。この場合，持分取得かその他の経済的手法かの選択権は地
域住民にあるので，事業者の上記申出にも拘らず，地域住民は持分取
得を選ぶことができる。
ⅵ BGB法の特徴
上記が BGB法の内容である。
一口500ユーロは，以前トリア市の市民参加型のメガソーラー発電事業
の事案を検討した際にも同額であったので23，ドイツでは平均的な額であ
ろう。注意すべきは，下記の点である。
第一に，事業者と地域住民との関係である。この点では，地域住民や地
方自治体による持分の引受けの上限が事業者の総持分の20％に限られてい
て，また，その限られた限度での持分引受けに関しても，地域住民による
23 髙橋・前掲書『再生可能エネルギーと国土利用』108頁参照。
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引受けについては事業者の選択によって貯蓄商品の提供に代替されてしま
う，という点が興味深い。さらには事業者が持分取得を選択した場合でも
地域住民の意向次第では電気料金の引下げなどのその他の手段に代替され
うる。これらの点から見ると，BGB法の中心は，地域住民が事業自体に
参加することよりも，むしろ事業から生み出される経済的利益（の一部）
の分配に与らせるという点にあるように思われる。このことは，MVにお
ける風力発電設備の普及における市民参加の機能を考える上で興味深い。
第二に，事業者と市町村との関係である。この点では，地域住民の場合
と同様に，地方自治体による持分の引受けの上限は事業者の総持分の20％
に限られてはいるものの，事業者の調整金への転換に際して同意しない途
が確保されていて，同意しない場合には市町村によって持分取得がなされ
ることになる。この点は，上記の地域住民の場合とは異なって，市町村が
事業自体に関与していく可能性が制度上拓かれているということができよ
う。
第三に，事業者と市町村の間で，調整金の支払いが選択された場合でも，
市町村に対して支払われた調整金の使途は本法で厳格に定められている。
すなわち，市町村はこの調整金を風力発電設備に関する住民の受容可能性
を向上させるために使用しなければならない。具体的には，たとえば下記
の措置のために使用されることが定められている（11条4項）。
イ 地区景観および地区と結合したインフラ価値の向上
ロ 市町村または地域住民のエネルギー費用ないしエネルギー消費の適
正化
ハ 風力エネルギーおよびその生産に関する情報提供
ニ 文化・教育・余暇に資する市町村の行事や施設への助成。ただし，
その場合には当該助成が，風力エネルギー生産から得られた金銭であ
ることが地域住民に認識可能な方法で行われること。
このように，調整金が選択された場合でも，その使途の主たる目的は，
76 専修法学論集 第134号
風力発電設備に関する地域住民の受容可能性を向上させることにある。上
述した貯蓄商品と併せて考えれば，BGB法の経済的関与は，風力発電設
備から生み出される価値の一部を住民や地元自治体に還元することによっ
て，地域住民と風力発電設備との心理的距離を縮小し，その建設を住民が
受け入れやすくしていくための重要な手段となっていることがわかる。
⒝ 州国土整備計画法の改正
ⅰ 原則（Grundsatz）の修正
BGB法の上記の理念は，州の国土整備計画の要諦である州国土整備計
画法においても明記されることになった。MVの州計画法においては，2
条において州国土整備計画を策定する際に考慮すべき原則が13項目掲げら
れている。その第7号には，イ土地を他の用途に用いたり建築行為を行う
場合においては，本州の起源やアイデンティティーが維持されることに努
め，侵害は回避または除去されるべきこと，また，ロ特徴的な地区景観が
維持・保全されるべきこと，などが定められてきた。ところが，BGB法
を受けた今回の改正によって，下記の文言が第7号に付加された。
「風力エネルギーの拡大によって生じるメクレンブルクの，そしてフォ
アポンメルンの景観の変更およびそれに起因する国土整備上の利害衝突は，
市民および市町村に対して経済的な参加可能性を確保することによって考
慮される。」
この追加は従来の第7号の意味を大きく変えるものである。なぜならば，
従来は，州固有のまたは地区固有の景観を維持・保全することや侵害が回
避・除去されるべきことが強調されている条文であったが，今回の追加に
よって，風力発電設備の立地によって生じる景観侵害については，市民・
市町村への経済的参加可能性の付与によって考慮される，すなわち調整・
補填されることが明記されたからである24。すなわち，今回の文言の追加
は，従来の原則に対して明文で例外を設けるものであって，MV政府の風
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力発電設備の立地促進に対する強い意欲を読み取ることができる。
ⅱ 広域発展計画の指定事項の追加
また，この州国土整備計画を受けて，地方（Region）毎に地方発展プ
ログラム（regionale Raumentwicklungsprogramme）が策定されるが，そ
こでの地区指定の一つの種類である適性地区（Eignungsgebiete）につい
ては，「風力エネルギー設備のための適性地区を指定する際には，BGB法
で定める市民および市町村の経済的参加可能性が定められなければならな
い」という文言が追加された（州国土整備計画法4条9項3号）。
適性地区は，特定の土地利用を当該地区内に誘導するために使われる地
区指定の一類型である25。上記の追加文言は，適性地区を指定することで
風力発電設備の建設を地区内に誘導する際に，BGB法で定める市民・市
町村の経済的参加可能性が同時に定められることを地方発展プログラムの
策定主体に義務付ける規定であって，BGB 法の内容を地域発展計画レ
ヴェルでも取り入れようとするものである。
ⅲ 特徴
以上のような州国土整備法改正の特徴は明白である。則地的な指定を伴
う地方発展プログラムにおいては，適性地区内に風力発電設備の立地を誘
導する際に BGB法上の市民・市町村の参加が同時に定められ，そして，
このように定めることによって，設備設置に伴う景観侵害が補填される，
という構造が州国土整備法上明確に定められたことである。州国土整備計
画（地方発展プログラムも同じ）を作成する際には諸々の利害が衡量され
ながら，土地利用に関する一定の方向付けがなされていくのであるが，今
24 条文上は，「考慮される」という表現になっているが，立法理由書によると，「調
整」（Ausgleich）という表現が使われている。この「調整」という用語は，ドイツ
法では，プラスとマイナスを相殺してゼロにする，という趣旨で使われている。本
改正法においても，景観侵害があっても，経済的参加可能性の付与によってその不
利益が補填されるという意味であろう。Vgl., LT-Drs. 6/4568, S. 25.
25 この点につき，髙橋・前掲書『再生可能エネルギーと国土利用』193頁参照。
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回の改正によって，利益衡量の際の一定の枠付けが明示的に設けられたこ
とになる。
また，その際の市民・市町村の経済的参加の内容は，前述したように，
市町村と市民とでは差異があり，市民については持分取得（すなわち会社
経営への関与）よりも貯蓄商品の提供という金銭給付に重点が置かれてい
た。
4．2017年法と BGB法との関係
さて，時期をほぼ同じくして制定された連邦法としての2017年法と州法
としての BGB法の内容と特徴は上記の通りである。3⑵においては，両
者の関係は矛盾するものではなく併存し得ると書いた。本稿を閉じるにあ
たって，両者がいかなる関係に立つのかを2つの観点から検討しておこう。
⑴ 2017年法と BGB法との適用関係
⒜ 2および3での検討結果を整理すると，2017年法と BGB法との関
係は下記のようになる。
ⅰ 市民発電所ではない場合
（α)連邦イミッシオン防止法の許可→(β)2017年法（36条以下）に基
づく入札手続→(γ)落札→(σ)BGB法に基づく市民・市町村参加
この場合は通常の企業が風力発電設備の建設を行う場合である。この場
合には，まずは連邦イミッシオン防止法の許可を取ることが入札手続に参
加するための要件となる。したがって，この時点で具体的な立地地点はす
でに決定しており，落札した場合には，当該立地地点でのみ風力発電設備
を建設することになる。BGB 法はその時点以降適用され始める。した
がって，建設に際しては，上述したところに従って，市民や市町村に対し
て各種の参加可能性を付与しなければならない。
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ⅱ 市民発電所の場合
（α)2017年法（39ｇ条）に基づく入札手続→(β)落札→(γ)連邦イミッ
シオン防止法の許可→(σ)BGB法に基づく市民・市町村参加
これに対して，ⅱの場合には，2017年法における市民エネルギー会社の
要件を満たす市民発電所であることが前提である。このような会社が入札
手続に参加した場合には2017年法39ｇ条が適用され，入札手続において一
定の優遇措置を受ける。そして落札した場合は，その時点では具体的な立
地地点は決まっておらず，その後の連邦イミッシオン防止法の許可手続を
経た後で具体的な建設地点が決まり，連邦ネット庁によって帰属決定がな
される。そして，BGB法の規定はその時点以降に適用されることになる。
⒝ ところで，2017年法に基づいて市民エネルギー会社の要件を満たし
ている場合には BGB法上，市民参加のための要件も満たされていると考
えてよいであろうか。
2017年法に基づく市民エネルギー会社の特徴を BGB法上で想定されて
いる市民・市町村が参加した形態の風力発電会社の特徴と比較してみよう。
2017年法上の「市民エネルギー会社」として帰属決定を受けるために必
要となる要件は，要約すれば，結局下記の通りである。
イ 構成員要件（少なくとも10人以上の自然人が，議決権を有する構成
員（Mitglieder）または持分権者であること）
ロ 議決権要件（少なくとも51％以上の議決権を地域住民である自然人
が有すること，また，10％を超える議決権が特定人に集中していない
こと）
ハ 併願の禁止（他のプロジェクトでの落札をしていないこと）
ニ 土地権原要件（当該会社が，風力発電設備建設予定地の所有者であ
るか，または当該土地の所有者の同意を得ていること）
ホ 資本参加要件（設備の建設予定地の市町村などが市民エネルギー会
社の10％（以上）の割合で資本参加（eine finanzielle Beteiligung）を
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していること）
2017年法の市民エネルギー会社が帰属決定を受けた時点で備えていなけ
ればならない特徴は上記の通りである。これを，BGB法の市民・市町村
参加型の風力エネルギー会社と比較してみると，市民が持分を取得した場
合，それが10人以上になれば，上記イの要件を満たす。また，上記ニの要
件についても事業者が通常は予め手当しておくであろう。さらに，ホにつ
いては，BGB法上も市町村が調整金の受給ではなく持分取得を選択する
権利を有しているので，この場合には，少なくとも20％の持分取得が可能
であり，ホの要件も満たされている。
したがって，2017年法にはあるが BGB法にはない要件は，上記のロと
ハということになる。それ故，2017年法に基づく市民エネルギー会社であ
れば，実際上は BGB法上の要件も通常は満たすことになるであろう26。
⑵ 2017年法と BGB法における「市民発電会社」の位相
上述したように，2017年法の市民エネルギー会社と BGB法上の市民・
市町村参加型エネルギー会社とではその備えるべき要件に差異があった。
その差異の中でとりわけ重要と思われる点が，上記⑴ロの議決権要件であ
る。2017年法の市民エネルギー会社では議決権の51％を自然人が有してい
ることが必要であるのに対して，BGB法上の市民・市町村参加型エネル
ギー会社ではその要件がない。この相違は，前者の場合には風力発電会社
の経営面においても市民の意思に基づく決定がなされることが重視されて
いることを意味する。他方，後者の場合には，市民・市町村は20％以上の
割合で持分を取得することができるに過ぎず，過半数の議決権を取得する
ことまでは本法では保障されていない。後者の場合には，持分取得に代え
26 もっとも，地域住民の居住要件には双方に違いがあり（2017年法の場合，1年以
上前から郡（郡に属しない市）への居住，BGB法の場合，3か月以上建設場所か
ら5km以内），このような仔細な差異はいくつかある。
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て，市町村の場合には（市町村の同意があれば）調整金，市民の場合には
貯蓄商品の取得で代替できる旨の制度設計がなされていることからすると，
後者の市民・市町村参加の重点は，立法理由書が述べているように正に経
済的参加であって，風力発電設備から生じる収益の一部を市民・市町村に
還元することによって，風力発電設備建設への受容可能性を高めようとす
る点にあることは明らかであろう。したがって，後者の場合には，市民・
市町村が風力発電設備の建設や運営面でイニシアティブを握れるようにな
ることは基本的には想定されていない。
このような両者の相違は，具体的にはどのような差異となって現れてく
るであろうか。
第一に，BGB法の場合には，市町村や市民は，調整金を受給したり，
元本の保証された貯蓄商品を購入することで発電設備と関係を結ぶに過ぎ
ない場合がある。この場合には，市町村・市民は持分取得の場合のような
持分喪失の経営リスクを負わなくて済む。ただ待っていれば，金銭給付が
受けられるのである。この点は，市町村や市民にとっては，リスクを取る
ことなく風力発電設備と経済的関係を結べることを意味し，市町村や市民
にとっては大きな安心材料となろう。
第二に，他方で2017年法の市民エネルギー会社の場合には，市民は発電
事業の経営面に大きな関心を抱かざるを得ない。発電事業がうまく行かな
ければ出資金の限度ではあってもそれを失うリスクを抱えており，それ故，
発電事業によってより多くの利益を出すことにも相当な関心を置かざるを
得ないからである。また，この場合には，市民は事業会社の持続可能性に
も関心を抱かざるを得ず，会社がより長く存続することを望むであろう。
さらには，当該発電事業が及ぼす地域への影響など地域全体の諸利害への
目配りも行うことになろうかと思われる。
第三に，このように考えると，2017年法の場合には，経済的に見ても会
社と（それに関わる）市民との距離が BGB法の会社の場合以上に近接し
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ており，市民が「自分たちの発電会社」と感じる度合いは，BGB法上の
会社の場合よりもより強いものがあると考えられる。このことは，風力発
電設備に関する市民の受容可能性という点でも差異を生み出すものと思わ
れる。2017年法で想定する市民エネルギー会社の方が地域住民にとっての
受容可能性は高いのではないか。そうだとすれば，市民の受容可能性の向
上に最重点を置いていた BGB法においても，市民が事業に対して，より
積極的に関われるような法構造を構成することがより望ましかったのかも
しれない27。
第四に，しかしながら，第三の差異にも拘わらず，BGB法の有する意
義には看過し得ない点がある。それは，一般の風力発電会社であってもあ
まねく BGB法は適用されるという点である。すなわち，2017年法の場合，
市民エネルギー会社には入札の際の優遇措置がとられているが，非市民エ
ネルギー会社については市民や市町村の持分取得などの優遇措置は一切な
い。しかし，BGB法においては，非市民エネルギー会社についても市民
や市町村に対して優遇措置が提供されているので，MVにおける風力発電
設備は，実際上も2017年法の市民エネルギー会社または（かつ）BGB法
の市民・市町村参加型エネルギー会社しか存在し得ないということになる。
この点は，一般の発電事業者が通常は数多く存在するドイツの他の州では
およそ考えられないことであって，ここに BGB法の有する最大の意義が
あるものと考えてよい。それ故，一般の事業者からは，BGB法は，MV
における風力発電設備の建設を阻害するものであるとして，州憲法裁判所
に BGB法の違憲性を問う訴訟が提起されている28。本法が有する意義は
27 BGB法においてあえて経済的参加にとどめた理由は，おそらくは隣州のシュレ
スヴィッヒ・ホルシュタイン州に比べて市民発電所の経験が圧倒的に不足していた
点にもあったものと推測される。
28 2017年8月21日に州エネルギー・インフラ・農村発展省（在 Schwerin）で実施
した Fiesel氏からの情報提供による。
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決して小さいものではないのである。
5．むすびにかえて
陸上風力発電設備の拡大とそれをめぐる住民・市民の対応に関する近年
のドイツ法における動向の一端を紹介・分析してきた。連邦レヴェルでも
州レヴェルでもその動きはめまぐるしくかつ刺激に満ちたものである。本
稿で分析した2017年法もMV法も法施行後まださほど時間が経過してい
ないので，法適用の実態を語ることは尚早である。
ただ，2017年法については，2017年の入札結果が連邦ネット庁の HP上
で公表されている。それによると，2017年に実施された3度の入札手続に
おいて，39ｇ条に基づく市民エネルギー会社が落札した比率は，件数比で
93.4％（185件/198件），容量比で96.7％（2,727MW/2,821MW）となっ
ている29。市民エネルギー会社の落札率が件数・容量とも極めて高く，驚
くべき結果となっている。前述した通り，市民エネルギー会社は低価格で
入札しても落札すればすべての落札者の中で提示された最高価格で買い
取ってもらえることもあり，入札手続において市民エネルギー会社は有利
な地位に立っているのであるが，ここまでの結果が出るとはドイツ政府も
予想していなかったであろう。
また BGB法についても，その適用状況や違憲訴訟の結果などが知りた
いところである。
29 2018年3月1日に日本エネルギー法研究所で開催された一橋大学・山下英俊准教
授の報告ペーパーによる。なお，連邦ネット庁は，2017年5，8，11月にそれぞれ
入札結果を公表している。Vgl. Bundesnetzagentur, Hintergrundpapier－Ergebnisse
der Ausschreibung für Windenergieanlagen an Land, 2017. なお，山下准教授は，本
稿脱稿後，ドイツの近年の入札制度の動向について紹介・検討を行った論稿を発表
された（山下「再生可能エネルギーの市場化と地域貢献をめぐる課題」『環境と公
害』48巻1号（2018年）30頁以下参照。
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これらの結果がある程度出揃った時点で，本稿で分析した法制度も含め
た近時の動向をいかに評価するかについて改めて別の機会に論じたい。
陸上風力発電設備の建設と市民参加 85
